
平成１５年３月期 個別中間財務諸表の概要 
平成１４年１１月２５日 

会 社 名        三 国 商 事 株 式 会 社                
 （気配公表銘柄）                       本社所在地都道府県 
本 社 所 在地        東京都港区浜松町一丁目１０番７号             東京都 
問い合わせ先  責任者役職名  取締役総務部長 
        氏 名        正 田 一 夫          ＴＥＬ（０３）３４３８－１０２１ 
決算取締役会開催日  平成１４年１１月２５日           中間配当制度の有無 有･無 
中間配当支払開始日  平成―年―月―日 
 
 
１．１４年９月中間期の業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 
( 1 )経営成績                       記載金額は百万円未満を切り捨てて表示している。 
 売 上 高              営 業 利 益        経 常 利 益        
 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

          百万円      % 
１０,０１９ （ △  ４.６） 
１０,４９７ （ △ ２６.０） 

          百万円      % 
    ５８ （   ６１.３） 
    ３６ （ △ ８２.３） 

          百万円      % 
   ２５ （ ３１２４.３） 
    ０ （ △ ９９.６） 

    14 年 3 月期 １９,８３９     ３０    １９ 
 
 

中 間 （ 当期 ） 純 利益            
１株当たり中間   
（当期） 純利益    

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

       百万円      % 
     １７ （ △  ２２.９） 
     ２２ （ △  ７０.１） 

       円  銭 
      ２ ９６ 
      ３ ８３ 

  14 年 3 月期     △３０     △  ５ １３ 

        
 

 

（注）  1．期中平均株式数 14 年 9 月中間期 5,992,393 株 13 年 9 月中間期 6,000,000 株 14 年 3 月期 5,992,393 株 
    2．会計処理の方法の変更  有･無 
    3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
     
( 2 )配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

     円  銭 
    ０  ０ 
    ０  ０ 

     円  銭 
    ―   ― 
    ―   ― 

  14 年 3 月期     ―   ―     ５ ００ 
 
( 3 )財政状態 
 総 資 産       株 主 資 本       株主資本比率 1 株当たり株主資本 
 
14 年 9 月中間期 
13 年 9 月中間期 

      百万円 
  ９,１１５ 
  ９,４６２ 

      百万円 
  １,５３２ 
  １,６０２ 

        % 
    １６．８ 
    １６．９ 

     円  銭 
  ２５５ ８１ 
  ２６７ １５ 

  14 年 3 月期   ８,６３１   １,５７７     １８．３   ２６３ ２１ 
（注）1．期末発行済株式数 14 年 9 月中間期 5,992,393 株 13 年 9 月中間期 6,000,000 株 14 年 3 月期 5,992,393 株 
   2．期末自己株式数  14 年 9 月中間期     7,607 株 13 年 9 月中間期     7,607 株 14 年 3 月期     7,607 株 
 
 
２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

１株当たり年間配当金   
売 上 高          

 
経 常 利 益          

 
当 期 純 利 益          

期 末  
 
通 期      

百万円    
 ２１,０００ 

百万円    
   １００ 

   百万円 
    ４０ 

円 銭 
 ５ ００ 

  円 銭 
  ５ ００ 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   ６ 円  ６８ 銭 
※上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した値ですので、実際の決算とは異なる可能性 
 があります。 
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１．個別中間財務諸表等 
 
( 1 )中間貸借対照表 

（単位 千円） 
         期 別 
 
科 目 

 
前中間会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

 
当中間会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

 
前事業年度末 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

〔 資 産 の 部 〕         
流 動 資 産 

     
８,５２２,２１７ 

 
８,１８８,７１４ 

 
７,６６２,８９３ 

   
  現 金 及 び 預 金 
  受 取 手 形 
  売 掛 金 
  商 品 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

 

   
４３０,４１０ 

３,０５６,２２９ 
４,１７９,００１ 

８１３,６２８ 
１３２,４８１ 
１４４,７７１ 

△ ２３４,３０６ 
 

 
３３４,６３０ 

２,９１５,６２６ 
４,３２７,７５８ 

５９６,１０１ 
９４,７３３ 
４,２２１ 

△ ８４,３５７ 
 

 
６７０,２０３ 

２,６７８,１１３ 
３,６３２,８７６ 

６３４,５０４ 
１０６,６９４ 
１５,１３６ 

△ ７４,６３４ 
 

固 定 資 産 ９４０,３５４ ９２６,９３３ ９６８,９３９ 

 有 形 固 定 資 産 ４７０,４４５ ４５３,５１６ ４６０,１５１ 
   

  建 物 
  構 築 物 
  機 械 装 置 
  車 両 運 搬 具 
  工 具 器 具 備 品 
  土 地 

 

 
２２１,７９９ 

６９５ 
８１３ 

９,５２５ 
５,１４７ 

２３２,４６４ 
 

 
２１０,５８３ 

６７３ 
７３０ 

５,４５０ 
３,６１４ 

２３２,４６４ 
 

 
２１５,５１７ 

６８２ 
７６５ 

６,５４３ 
４,１７７ 

２３２,４６４ 
 

 無 形 固 定 資 産 ３,８１５ ３,６９５ ３,７５５ 
   

  電 話 加 入 権 
  ソ フ ト ウ ェ ア 

 

 
３,３５８ 

４５６ 
 

 
３,３５８ 

３３６ 
 

 
３,３５８ 

３９６ 
 

 投 資 そ の 他 の 資 産 ４６６,０９３ ４６９,７２１ ５０５,０３２ 
   

  投 資 有 価 証 券 
  関 係 会 社 株 式 
  従 業 員 長 期 貸 付 金 
  繰 延 税 金 資 産 
  そ の 他 
  貸 倒 引 当 金 

 

 
３０５,２６８ 
１３,８７０ 
１３,９３３ 
６１,０２６ 

１４０,９５２ 
△ ６８,９５６ 

 

 
２８８,１０５ 
３８,６８６ 
１２,４２０ 
５９,５９６ 

１１６,９１４ 
△ ４６,００１ 

 

 
３４７,４３５ 
３８,６８６ 
１３,１３７ 
３４,４２４ 

１１７,３５５ 
△ ４６,００７ 

 

資 産 合 計 ９,４６２,５７１ ９,１１５,６４７ ８,６３１,８３３ 
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（単位 千円） 

 １９

         期 別 
 
科 目 

 
前中間会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

 
当中間会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

 
前事業年度末 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

〔 負 債 の 部 〕         
流 動 負 債 

 
７,５９６,４５４ 

 
７,３２５,５３３ 

 
６,７８５,６３８ 

  支 払 手 形 
  買 掛 金 
  短 期 借 入 金 
  未 払 金 
  未 払 費 用 
  未 払 法 人 税 等 
  預 り 金 
  そ の 他 

４,８９９,５６６ 
１,４３０,５２７ 
１,１００,０００ 

２７,１０４ 
１００,６６７ 
２９,３７１ 
７,９１６ 
１,２９９ 

３,４６８,３３２ 
２,９７２,３９６ 

７５８,０８０ 
２１,８１９ 
９６,２７３ 
１,０００ 
７,２０８ 

４２３ 

３,０８０,２６２ 
２,６６８,２６１ 

９００,０００ 
２３,５３９ 

１００,４８０ 
５,０５２ 
７,７７６ 

２６６ 

固 定 負 債 ２６３,２１４ ２５７,１９９ ２６８,９３２ 
  退 職 給 付 引 当 金 
  役 員 退 職 慰 労 金 

２２０,４２４ 
４２,７９０ 

２２１,３４９ 
３５,８５０ 

２２１,３４２ 
４７,５９０ 

負 債 合 計 ７,８５９,６６８ ７,５８２,７３２ ７,０５４,５７１ 
〔 資 本 の 部 〕         

資 本 金 
資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 

 
３００,０００ 

１,３３３ 
７５,０００ 

 
― 
― 
― 

 
３００,０００ 

１,３３３ 
７５,０００ 

そ の 他 の 剰 余 金 １,２３６,５８２ ― １,１８２,８７１ 
 任 意 積 立 金 
  固定資産圧縮積立金 
  別 途 積 立 金 
 中間（当期）未処分利益 
（うち中間（当期）純利益） 

１,０５１,８０８ 
１０１,８０８ 
９５０,０００ 
１８４,７７４ 

（２２,９９６） 

― 
― 
― 
― 
― 

１,０５１,８０８ 
１０１,８０８ 
９５０,０００ 
１３１,０６２ 

（△３０,７１５） 

その他有価証券評価差額金 △ １０,０１４ ― １９,６４３ 

自 己 株 式 ― ― △１,５８７ 

資 本 合 計 １,６０２,９０２ ― １,５７７,２６１ 

資 本 金 ― ３００,０００ ― 

資 本 剰 余 金 ― １,３３３ ― 

 資 本 準 備 金 ― １,３３３ ― 

利 益 剰 余 金 ― １,２４５,６３５ ― 
 利 益 準 備 金 
 任 意 積 立 金 
  固定資産圧縮積立金 
  別 途 積 立 金 
 中間（当期）未処分利益 
（うち中間（当期）純利益） 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

７５,０００ 
１,０４９,１８０ 

９９,１８０ 
９５０,０００ 
１２１,４５５ 

（１７,７２５） 

― 
― 
― 
― 
― 
― 

その他有価証券評価差額金 ― △１２,４６７ ― 

自 己 株 式 ― △１,５８７ ― 

資 本 合 計 ― １,５３２,９１４ ― 

負 債 及 び 資 本 合 計 ９,４６２,５７１ ９,１１５,６４７ ８,６３１,８３３ 



 ( 2 )中間損益計算書 
（単位 千円） 

         期 別 
 
 
 科 目 

前中間会計期間（Ａ） 
自 平成13年4月 1日 

（                ） 
至  平成13年9月30日 

当中間会計期間（Ｂ） 
自 平成14年4月 1日 

（                ） 
至  平成14年9月30日 

前事業年度 
自 平成13年4月 1日 

（                ） 
至  平成14年3月31日 

Ｂ／Ａ 

（%）    

          
 

１０,４９７,３７０ 

９,７０２,９９４ 

          
 

１０,０１９,３３５ 

９,２５６,８１９ 

 

 
１９,８３９,８１１ 

１８,３２４,９０７ 

 
 

９５ 

９５ 

７９４,３７６ 

７５８,１６５ 

７６２,５１５ 

７０４,１１９ 

１,５１４,９０４ 

１,４８４,６３４ 

９６ 

９３ 

３６,２１１ 

８,７８６ 

３,８７４ 

２,４６０ 

２,４５１ 

４４,２１０ 

１２,５８９ 

２,８５８ 

２８,７６１ 

５８,３９５ 

３,９８５ 

２５７ 

１,５７０ 

２,１５６ 

３６,９９０ 

８,９４７ 

― 

２８,０４３ 

３０,２７０ 

２１,８２７ 

４,３５８ 

４,０５７ 

１３,４１１ 

３２,３４６ 

２０,８９６ 

― 

１１,４５０ 

１６１ 

４５ 

７ 

６４ 

８８ 

８４ 

７１ 

― 

９８ 

７８７ 

４１,１１５ 

３５,６１５ 

５,４９９ 

８１５ 

８１５ 

２５,３９０ 

― 

― 

― 

７,９１３ 

７,９１３ 

１９,７５０ 

５,４９９ 

― 

５,４９９ 

１４,０５０ 

１４,０５０ 

３２２４ 

― 

― 

― 

９７０ 

９７０ 
 

４１,０８７ 

１０,０００ 

 ― 

８,０９１ 

 

１７,４７６ 

１,０００ 

１１,３８６ 

１０,１３７ 

 

１１,２００ 

３,０００ 

― 

３８,９１５ 

 

４３ 

１０ 

― 

１２５ 
 
 
 
 

２２,９９６ 

１６１,７７８ 

 
 
 
 

１７,７２５ 

１０３,７２９ 

 
 
 
 

△ ３０,７１５ 

１６１,７７８ 

 
 
 
 

７７ 

６４ 

           
 
売 上 高           

売 上 原 価           

 売 上 総 利 益 

販売費及び一般管理費 

 営 業 利 益 

営 業 外 収 益           

 受 取 利 息 

 受 取 配 当 金 

 雑 収 入 

営 業 外 費 用           

 支 払 利 息 

 手 形 売 却 損 

 雑 損 失 

経 常 利 益 

特 別 利 益           

 貸 倒 引 当 金 戻 入 益 

 関 係 会 社 株 式 売 却 益 

特 別 損 失           

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 

税引前中間（当期）純利益 

 法人税、住民税及び事業税 

 過年度法人税等戻入額 

 法 人 税 等 調 整 額 
  
 
 
 
 
 
 
 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 前 期 繰 越 利 益 
 
 
 
 
 
 
 

中間（当期）未処分利益 

 
 
 
 
 
 
 

１８４,７７４ 

 
 
 
 
 
 
 

１２１,４５５ 

 
 
 
 
 
 
 

１３１,０６２ 

 
 
 
 
 
 
 

６６ 

                                              
  
 
 
 

 ２０



     

 （ 3 ）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 

   時価のあるもの……………中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 
    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
   時価のないもの……………移動平均法に基づく原価法 
  子会社株式………………………移動平均法に基づく原価法 
2.  たな卸資産の評価基準及び評価方法………総平均法に基づく原価法 
3. 固定資産の減価償却の方法 
（1） 有形固定資産………定率法 
   ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）の減価償却方法 
   は定額法によっております。 
（2）無形固定資産………定額法 
   ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）に基づく 
   定額法 

4. 引当金の計上基準 
 （1）貸倒引当金 

       債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債 
       権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
    （2）退職給付引当金 
       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額 
       に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
       なお、数理計算上の差異は、従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による 
       定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてお 
       ります。 
    （3）役員退職慰労引当金 
       役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 
  5.  リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については 
    通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
  6.   ヘッジ会計の方法 
      ①ヘッジ会計の方法 
        繰延ヘッジ処理を採用しております。 

     ②ヘッジ手段及びヘッジ対象 

       外貨建営業債務に対して、為替予約を付しております。 
     ③ヘッジ方針 

       社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。 
  7.  消費税等の会計処理 
    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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追加情報 
当中間会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を 
適用しております。これによる当中間会計期間の損益に与える影響はありません。 
なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の資本の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則により作成しております。 
これにより、前中間会計期間末において資産の部に計上していた自己株式（１,５８７千円、流動資産 
「その他」）は、当中間会計期間末においては資本控除項目として資本の部の末尾に表示しております。 
 

 ２２



 ２３

注 記 事 項 
（中間貸借対照表関係） 

 
項  目 

前中間会計期間末 
（平成１３年９月３０日現在） 

当中間会計期間末 
（平成１４年９月３０日現在） 

前事業年度末 
（平成１４年３月３１日現在） 

１． 有形固定資産の減価償却 
  累計額 
２．受取手形割引高 
  受取手形裏書譲渡高 
  保証債務 
  債権譲渡高 
３．期末日満期手形の処理 

 
２８６,５９７千円 

３０,５８１千円 
  ６,９６９千円 

  ３７６,４８０千円 
  １８３,０３４千円 

当中間会計期間末日は金融

機関の休日であるが、満期日

に決済が行われたものとし

て処理しております。 
当中間連結会計期間末日満

期手形は次のとおりであり

ます。 
受取手形     

２２５,７６９千円 
支払手形 

１,２２７,９７３千円 

 
２９４,１６７千円 

― 千円 
  ２８,８３０千円 

  ３８２,０４８千円 
  ― 千円 

 

 
２８７,０７４千円 

― 千円 
  ３９,５０８千円 

  ３９１,５２５千円 
  ― 千円 

当事業年度末日は金融機関

の休日であるが、満期日に決

済が行われたものとして処

理しております。 
当事業年度末日満期手形は

次のとおりであります。 
 

受取手形     

２４０,８７２千円 
支払手形 

６００,６０７千円 
 
（リース取引関係） 

前中間会計期間 
自 平成１３年４月 １日 

（            ） 
至 平成１３年９月３０日 

当中間会計期間 
自 平成１４年４月 １日 

（            ） 
至 平成１４年９月３０日 

前事業年度 
自 平成１３年４月 １日 

（            ） 
至 平成１４年３月３１日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び中間期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額  １２０,７７３千円 ４,３００千円１２５,０７３千円 
相当額 
減価償却累  ４７,５５０千円１,２８９千円    ４８,８４０千円 
計額相当額  
中間期末残 ７３,２２２千円 ３,０１０千円   ７６,２３２千円 
高相当額   
２．未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内                       ２７,５６９千円 
１年超                        ４９,９３５千円 
合 計                        ７７,５０５千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          １４,４４１千円 
減価償却費相当額       １３,７９６千円 
支払利息相当額               ８６０千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 
５．利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係る

注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額  １２６,４２３千円 ４,３００千円１３０,７２３千円 
相当額 
減価償却累  ７２,９６１千円２,１４９千円    ７５,１１１千円 
計額相当額  
中間期末残 ５３,４６１千円 ２,１５０千円    ５５,６１１千円 
高相当額   
２．未経過リース料中間期末残高相当額 
１年以内                       ２７,３４６千円 
１年超                        ２９,５９５千円 
合 計                          ５６,９４２千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 
支払リース料          １５,０７７千円 
減価償却費相当額       １４,３９９千円 
支払利息相当額               ６６７千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  同左 
 
５．利息相当額の算定方法 
  同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引に係

る注記 
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額及び期末残高相当額 
有形固定資産  
      （工具器具備品）その他    合 計      
取得価額  １２５,５６８千円 ４,３００千円１２９,８６８千円 
相当額 
減価償却累  ６１,３１６千円１,７１９千円    ６３,０３６千円 
計額相当額  
期末残   ６４,２５１千円 ２,５８０千円    ６６,８３１千円 
高相当額   
２．未経過リース料期末残高相当額 
１年以内                       ２９,０１４千円 
１年超                        ３９,１８５千円 
合 計                          ６８,１９９千円 
３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払

利息相当額 
支払リース料          ２９,２９９千円 
減価償却費相当額       ２７,９９２千円 
支払利息相当額             １,６１６千円 
４．減価償却費相当額の算定方法 
  同左 
 
５．利息相当額の算定方法 
  同左 

                         


